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49.9%

57.5%

51.6% 50.5%
52.3% 52.0%

54.8% 54.4%
57.5%

62.3%

48.1% 49.3%
47.1%

48.8% 47.6% 48.7% 49.4%
51.1% 52.4%

56.3%

30%

40%

50%

60%

70%

平成23年 24 25 26 27 28 29 30 令和元年 2

滋賀県(30人以上＊) 全国(30人以上＊)

＝

「令和２年労働条件実態調査」 結果概要 

１．労働組合 

・労働組合のある事業所の割合は 26.3％（前年 28.1％）。 

・労働組合のある事業所の中で、非正規社員も労働組合へ加入している事業所の割合は 32.1%（前

年 24.1％）。 

 

２．休日・休暇制度 

・週休制の形態については、「完全週休 2 日制」を採用している事業所の割合が 46.6％で最も高い。 

週休 1日制 週休 1日半制 完全週休 2日制 その他の週休2日制 その他 

3.3％ 4.5％ 46.6％ 37.4％ 8.2％ 

                                       （N=487） 

・年間休日総数については、「110 日～119 日」が 29.4％と最も高く、次いで「120 日～129 日」が

28.1％となっている。 

69 日以下 70 日～ 

79 日 

80 日～ 

89 日 

90 日～ 

99 日 

100 日～ 

 109 日 

110 日～ 

 119 日 

120 日～ 

 129 日 

130 日 

以上 

1.9％ 1.9％ 3.5％ 6.5％ 25.4％ 29.4％ 28.1％ 3.3％ 

                                       （N=480） 

・年次有給休暇の平均取得率は 62.2％（前年 57.3％）。        

 平均付与日数 

 ※繰越し分を除く 

平均取得日数 平均取得率 

令和２年 18.5 日(18.7 日) 11.5 日(11.6 日) 62.2％(62.3％) 

平成元年 17.8 日(18.0 日) 10.2 日(10.4 日) 57.3％(57.5％) 

※ 表中（）内は企業規模 30 人以上の事業所における状況。 

※ 数値は従業員 1人あたりの加重平均。 

※「平均取得率」は端数処理前の「平均取得日数」を「平均付与日数」で除している。 

 

（参考）過去 10 年間の年次有給休暇取得率の推移（企業規模 30 人以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全国は厚生労働省「就労条件総合調査」｡平成 27 年調査から「複合サービス事業」を調査対象に含む。 
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80.6%

46.1%

36.8%

26.7%

16.7%

6.0%

5.0%

4.5%

3.9%

3.3%

0.2%

26.4%

14.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

慶弔休暇

配偶者出産休暇

夏季休暇

裁判員休暇

リフレッシュ休暇

ボランティア休暇

メモリアル休暇

学校等行事休暇

ドナー休暇

教育訓練休暇

犯罪被害者のための休暇

その他

特にない

76.7%

54.4%

36.3%

32.7%

27.9%

23.3%

9.2%

6.4%

4.8%

1.8%

4.0%

7.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

年次有給休暇の取得促進

半日単位や時間単位の年次有給休暇の導入

変形労働時間制の導入・活用

業務の計画・内容、要員計画の見直し

長時間労働抑制について経営トップがメッセージ発信

ノー残業デー・ノー残業ウィークの設定

連続休暇制度の導入・拡大

年次有給休暇の付与日数の増加

週休制の改善

朝型勤務の導入

その他

いずれも実施していない

・年次有給休暇の取得単位については、「半日単位の取得を認めている」とした事業所の割合が

54.9％で最も高い。 

時間単位の取得を

認めている 

半日単位の取得 

を認めている 

時間単位・半日単位の 

両方の取得を認めている 

いずれも 

認めていない 

8.2％ 54.9％ 21.2％ 15.6％ 

（N=486） 

・年次有給休暇以外の有給休暇制度については「慶弔休暇」がある事業所の割合が 80.6％と最も高

く、次いで「配偶者出産休暇」が 46.1％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      ※複数回答 

                                          （N=484）   

 

 

 

３．労働時間 

・労働時間短縮のための取組を実施している事業所の割合は 93.0％、実施していないのは 7.0％と

なっている。取組の内容は、「年次有給休暇の取得促進」と回答した事業所の割合が 76.7％で最

も高く、次いで「半日単位や時間単位の年次有給休暇の導入」が 54.4％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      ※複数回答 

                                          （N=498）   
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1.7%

22.1%

35.5%

49.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１週間単位の非定型的労働時間制

フレックスタイム制

1年単位の変形労働時間制

１か月単位の変形労働時間制

66.7%

44.4%

42.4%

19.2%

15.6%

11.9%

5.5%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

年次有給休暇の残日数を社員に通知

年次有給休暇の計画的付与の実施

年次有給休暇の取得促進について

経営トップがメッセージ発信

年次有給休暇を利用した

連続休暇制度の導入・拡大

休暇・休業時の業務フォローアップ体制の構築

使用者からの、年次有給休暇の取得時季指定

をするための意見聴取および就業規則の改定

その他

特にない

93.7%

97.0%

90.9%

97.9% 97.1% 96.3% 97.0% 97.1% 97.1%

94.6%

90.1% 90.0%

91.1%

91.6% 91.1% 91.1%
90.9%

86.1%

93.8%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

平成23年 24 25 26 27 28 29 30 令和元年 2

滋賀県 全国

＝
1.9% 1.5% 1.7% 1.3%

2.4%

3.9%

4.4%
3.8% 4.1%

14.5%

3.1%
1.7% 2.0%

1.6%

2.3%

3.4%

4.6%
5.7%

7.9%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

平成23年 24 25 26 27 28 29 30 令和元年 2

滋賀県 全国

・年５日の年次有給休暇の確実な取得のための取組みについては、「年次有給休暇の残日数を社員

に通知」が 66.7％で最も高く、次いで「年次有給休暇の計画付与の実施」が 44.4％となってい

る。 

 

 

 

 

※複数回答 

                                           （N=495）   

 

 

・「変形労働時間制の導入・活用」を行っている事業所のうち、「1 か月単位の変形労働時間制」を

導入している事業所の割合が 49.4％で最も高い。 

 

 

※複数回答 

                                           （N=172）   

 

 

・労働時間や休日などについて、労使間で話し合いの機会を設けている事業所の割合は 47.1％（前

年 43.7％）。 

 

４．育児・介護休業制度 

・育児休業の取得状況は、女性では 93.8％（前年 97.2％）、男性では 14.5％（前年 3.8％）。              

 女性育休取得者の割合 男性育休取得者の割合 

令和２年 93.8％(94.6％) 14.5％(14.5％) ＊参考値：6.7％（5.2％） 

令和元年 97.2％(97.1％) 3.8％(4.1％) 

※表中（）内は事業所規模 30 人以上における状況。 

＊令和２年の男性育休取得者の割合について、調査結果に大きな影響を与える回答があったため、当該データを除い

た参考値を算出している。 

 

（参考）過去 10 年間の育児休業取得率の推移（事業所規模 30 人以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全国の数値は厚生労働省「雇用均等基本調査」 

女性 男性 

0



4 
 

93.0%

94.2%

92.6% 93.1%

96.1%

94.5%

95.8% 95.3% 93.7%
97.5%

94.2%

94.7%

91.9%

95.3%

93.2% 93.2%

70%

80%

90%

100%

平成23年 24 25 26 27 28 29 30 令和元年 2

滋賀県 全国

73.0%

60.8%

39.0%

18.1%

14.7%

10.9%

8.2%

5.6%

2.8%

2.2%

3.0%

9.9%

13.3%

17.3%

30.4%

21.3%

20.5%

8.9%

16.7%

9.7%

8.5%

6.0%

12.5%

18.1%

35.0%

40.4%

53.3%

57.5%

71.8%

66.0%

76.1%

77.3%

66.6%

4.6%

7.8%

8.7%

11.1%

10.7%

11.1%

11.1%

11.7%

11.3%

11.9%

24.5%

0% 100%

育児のための短時間勤務制度

所定外労働の免除

始業・終業時刻の繰上げ、繰下げ

休業後の復帰に備えた業務等に関する情報提供

育児のためのフレックスタイム制

育児休業中または復帰前後の講習等の実施

育児休業中の給与等の全部または一部を支給

在宅勤務

事業所内託児施設

育児休業期間中の生活資金等の貸付制度

その他

定めがある 今後取組みたい 今のところ考えていない 無回答

10.7%

9.7%

11.5%

12.9%

22.2%

12.9%

8.2%

7.3%

6.6%

7.1%

5.6%

0.0%

37.2%

35.7%

25.7%

24.3%

22.2%

9.7%

3.1%

3.7%

3.3%

4.3%

5.6%

3.2%

17.7%

25.7%

19.1%

12.9%

33.3%

0.0%

23.1%

18.0%

33.9%

38.6%

11.1%

74.2%

0% 100%

育児のための短時間勤務制度
(N=355)

所定外労働の免除

(N=300)

始業・終業時刻の繰上げ、繰下げ
(N=183)

育児のためのフレックスタイム制

(N=70)

事業所内託児施設
(N=18)

在宅勤務

(N=31)

満1歳に達するまで

満1歳を超え満3歳未満

満3歳に達するまで

満3歳を超え小学校就学前の一定年齢に達するまで

小学校就学の始期に達するまで

左記を超える期間

・育児休業制度の定めがある事業所の割合は 88.2％ （前年 85.8％）。事業所規模 30 人以上の事業

所では 97.5％（前年 93.7％）。 
 
参考）過去 10 年間の育児休業制度の定めがある事業所の割合の推移（事業所規模 30 人以上） 

             

 

 

 

※全国の数値は厚生労働省 

「雇用均等基本調査」 

 

 
・育児休業制度以外で育児のために就業規則等で定めている制度については、「育児のための短時

間勤務制度」が 73.0％と最も高い。また、現在就業規則等に定めがなく、今後取り組みたい制度

については、「休業後の復帰に備えた業務等に関する情報提供」が 30.4％と最も高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・育児のための短時間勤務制度等の最長取得期間については、「育児のための短時間勤務制度」、「所 

定外労働の免除」および「始業・終業時刻の繰上げ、繰下げ」について、いずれも子どもが「満

３歳に達するまで」と回答した事業所の割合が最も高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＝ 

0 
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67.3%

70.3%

68.3%

71.2%

76.3% 75.4%
77.5%

77.1%

78.4% 78.1%77.5%
81.2% 81.5%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

平成23年 24 25 26 27 28 29 30 令和元年 2

滋賀県 全国

＝

83.6%
87.2% 86.7%

89.7% 90.6% 90.8% 89.5% 89.5%

91.5%
93.9%

85.9%
89.5% 88.0%

91.8%
90.9%

89.0%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成23年 24 25 26 27 28 29 30 令和元年 2

滋賀県 全国

73.2%

60.3%

25.2%

8.0%

7.6%

4.7%

4.3%

2.5%

2.0%

0.4%

3.5%

21.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

介護のための休暇制度

介護のための短時間勤務制度

始業・終業時刻の繰上げ、繰下げ

介護のためのフレックスタイム制

介護休業後の復帰に備えた業務等に関する情報提供

介護に関する情報提供・相談

在宅勤務

介護費用の貸付・補助

介護休業中の生活資金の貸付制度

介護要員の派遣・あっせん

その他

特にない

・子の看護休暇制度の定めが「ある」と回答した事業所の割合は 68.2％（前年 67.1％）。事業所規

模 30 人以上の事業所では 78.1％（前年 78.4%）。 

（参考）過去 10 年間の子の看護休暇制度がある事業所の割合の推移（事業所規模 30 人以上） 

 

 

 

 

                                 ※全国の数値は厚生労働省 

「雇用均等基本調査」 

 

 

・介護休業制度の定めがある事業所の割合は 83.7％（前年 79.8％）。事業所規模 30 人以上の事業

所では 93.9％（前年 91.5％）。 

（参考）介護休業制度の定めがある事業所の割合の推移（事業所規模 30 人以上） 

 

 

      

 

   ※全国の数値は厚生労働省 

     「雇用均等基本調査」 

 

 

・過去 1 年間（平成 31 年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日）における介護休業制度の利用実績につ

いては「利用実績あり」の事業所の割合が 9.6％（前年 9.3%）。 

 

 

                                  （N=498） 

 

 

・介護休業制度以外で介護のために就業規則等で定めている制度については、「介護のための休暇

制度」が 73.2％と最も高く、次いで「介護のための短時間勤務制度」が 60.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答（N=489） 

                                   

 

利用実績なし 女性のみ 

利用実績あり 

男性のみ 

利用実績あり 

男女とも 

利用実績あり 

90.4％ 7.0％ 0.8％ 1.8％ 

＝ 
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65.4%

63.0%

59.4%

59.0%

46.9%

39.2%

34.8%

30.6%

29.2%

28.4%

18.3%

18.1%

15.9%

13.5%

13.3%

5.4%

15.9%

19.1%

18.5%

23.5%

26.2%

25.0%

13.5%

28.8%

18.7%

33.2%

24.7%

27.8%

24.9%

28.2%

39.4%

9.7%

13.9%

13.3%

16.7%

14.3%

22.5%

29.2%

43.7%

34.2%

44.9%

31.8%

49.7%

46.7%

51.9%

51.1%

40.2%

59.2%

4.8%

4.6%

5.4%

3.2%

4.4%

6.6%

8.0%

6.4%

7.2%

6.6%

7.4%

7.4%

7.4%

7.2%

7.2%

25.6%

0% 100%

セクシュアルハラスメント防止など職場環境の整備

性別に左右されない公正・透明な

人事管理制度、評価制度の構築

スキルアップの機会を男女同様に与えること

働きやすい社内制度・設備の整備

ワーク・ライフ・バランス(仕事と家庭の調和）を

促進させる取組み

女性の継続就業に関する支援

転勤時の配慮

女性のモチベーションや職業意識を

高めるための研修などの実施

職種に必要とする要件の緩和

女性の活躍の必要性についての理解促進

女性管理職に関する数値目標の設定

女性幹部候補者の育成のための研修等の実施

女性従業員の割合が低い職務への

積極的登用・採用

メンター制度の導入およびロールモデルの育成

男性従業員の意識改革のための研修などの実施

その他

実施している 今後実施したい 今のところ考えていない 無回答

・妊娠・出産・育児または介護を理由として退職した者に対する再雇用制度については、「再雇用

制度はない」と回答した事業所の割合が 64.6％で最も高い。 

正規社員として 

退職した者を 

正規社員として 

再雇用 

正規社員として 

退職した者を 

非正規社員として 

再雇用 

非正規社員として

退職した者を 

正規社員として 

再雇用 

非正規社員として

退職した者を 

非正規社員として

再雇用 

再雇用制度はない 

27.6 % 18.4% 6.5% 16.1% 64.6% 

                                   ※複数回答（N=478） 

 

５．女性が活躍するための取組み（ポジティブ・アクション） 

・女性従業員の配置方針については、「男女の別なく能力、適性、希望などに応じて配置をする」

と回答した事業所の割合が 72.5％で最も高い。 

男女の別なく能力、適性、

希望などに応じて配置 

定型的な業務や補助的な

業務を中心に配置 

女性の特質や感性を生か

せる職場を中心に配置 

その他 特にない 

72.5％ 4.2％ 7.6％ 0.8％ 14.8％ 

                     （N=499） 

 

・女性が活躍するために実施している取組みについては、「セクシュアルハラスメント防止など職

場環境の整備」が 65.4％と最も高い。現在は実施していないが、今後実施したい取組みについては、

「男性従業員の意識改革のための研修などの実施」が 39.4％と最も高い。  
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52.3%

37.8%

34.4%

24.5%

21.7%

19.9%

18.4%

17.1%

4.8%

16.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

男女ともに職務遂行能力によって評価

されるという意識が高まった

女性の勤続年数が伸びた

男性が女性を対等な存在として見るようになった

男女従業員の能力発揮により、生産性向上

や競争力強化につながった

女性の従業員数が増えた

顧客や取引先からの評判がよい

採用にあたって、優秀な人材を確保できた

女性の管理職者数が増えた

その他

いまのところ、目立った成果は出ていない

16.5% 15.7%
14.2%

12.7%
14.8%

0%

5%

10%

15%

20%

H28 H29 H30 R1 R2

39.7%

35.7%

32.4%

27.9%

22.8%

18.0%

16.2%

12.1%

11.0%

4.0%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

女性が少ない、いない

従業員が少なく、性別に関係なく管理職のポストが少ない

女性自身が管理職となることを希望しない

必要な知識、経験、判断力等を有する女性がいない

ロールモデルとなる先輩女性社員がいない

家庭責任を多く負っているため、責任のある仕事に就けられない

女性管理職の育成ノウハウが足りない

結婚や育児を理由に退職する女性が多い

時間外労働が多い、深夜業がある、全国勤務があるなど

勤務形態に無理がある

男性管理職・男性従業員の女性管理職に対する理解が足りない

その他

・女性が活躍するための取組みによる効果としては、「男女ともに職務遂行能力によって評価され

るという意識が高まった」と回答した事業所の割合が 52.3%と最も高く、次いで「女性の勤続年

数が伸びた」が 37.8％となっている。 

                                   

 

 

 

 

 

※複数回答 

（N=392） 

 

 

 

・管理職者に占める女性の割合は 14.8％（前年 12.7％）。 

 (参考)当調査における過去 5 年間の管理職者に占める女性の割合の推移 

 

 

 

 

     

※ここでの「管理職者」は課長相当職 

以上のことをいう。 

 

 

・女性の管理職登用の状況については、「進んでいる」または「ある程度進んでいる」と回答した

事業所の割合が 42.3％となっている。 

進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない 

17.9％ 24.4％ 24.6％ 33.1％ 

                                       (N=475) 

・女性の管理職登用が進まない理由としては、「女性が少ない、いない」が 39.7％と最も高く、次

いで「従業員が少なく、性別に関係なく管理職のポストが少ない」が 35.7％となっている。 
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17.4%

10.8%

10.3%

73.4%

0% 30% 60% 90%

勤務地限定の正規社員制度がある

職務限定の正規社員制度がある

勤務時間限定の正規社員制度

（短時間正規社員制度）がある

あてはまる制度はない

77.9%

61.8%

45.0%

25.2%

13.0%

6.1%

5.3%

4.6%

3.8%

0.0%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80%

従業員の定着を図るため

優秀な人材を確保するため

仕事と育児や介護の両立支援のため

非正規社員からの転換を円滑化させるため

従業員や労働組合等からの要望があったため

賃金の節約のため

賃金以外の労務コストの節約のため

臨時・季節的業務量の変化に対応するため

1日や週の中の繫閑に対応するため

同業他社が正規社員に複数の雇用区分を

設けているため

その他

６．多様な働き方 

・雇用形態の転換制度と実際例の有無については、非正規社員から正規社員への転換について、制

度がある事業所の割合は 55.3％、実際例があるのは 72.9％となっている。正規社員から非正規

社員への転換については、制度がある事業所の割合は 37.4％、実際例があるのは 52.6%となって

いる。 

 制度があり、 

実際例もある 

制度はあるが、 

実際例はない 

制度はないが、 

実際例はある 

制度も 

実際例もない 

非正規社員から正規社員へ 

（N=490） 
44.9％ 10.4％ 28.0％ 16.7％ 

正規社員から 

非正規社員へ （N=473） 
29.8％  7.6％ 22.8％ 39.7％ 

 

・従来の正規社員に比べて配置転換や転勤、仕事内容、勤務時間などの範囲が限定されている「多

様な正規社員」制度を導入しているのは 26.6％で、「あてはまる制度がない」とした事業所の割

合は 73.4％となっている。導入されている制度の内容では、「勤務地限定の正規社員」制度が

17.4％で最も高い。 

  

 

※複数回答 

（N=493） 

 

 

 

 

・「多様な正規社員」制度の導入理由については、「従業員の定着を図るため」が 77.9％で最も高く、 

次いで「優秀な人材を確保するため」が 61.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 

（N=131） 
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74.2%

34.8%

27.0%

27.0%

15.7%

9.0%

7.9%

6.7%

6.7%

14.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

非常時（地震・新型インフルエンザ等）の

事業継続に備えるため

定期的業務の効率性（生産性）の向上のため

従業員のゆとりや健康的な生活の実現を図るため

勤務者の移動時間の短縮のため

通勤弱者（身障者、高齢者、育児中の女性等）

への対応のため

優秀な人材の雇用確保のため

環境負荷の軽減のため

顧客満足度の向上のため

オフィスコストの削減のため

その他

16.0%

4.7%

0.8%

82.0%

0% 50% 100%

在宅勤務を導入している

モバイルワークを導入している

サテライトオフィス勤務（施設利用型勤務）

を導入している

あてはまる制度はない

・在宅勤務やサテライトオフィス勤務等のテレワーク（情報通信技術を活用した場所にとらわれな

い柔軟な働き方）を導入しているのは 18.0％で、「あてはまる制度がない」とした事業所の割合

は 82.0％となっている。導入されている制度の内容では、「在宅勤務」と回答した事業所の割合

が 16.0％で最も高い。 

  

 

※複数回答 

（N=494） 

 

 

・テレワークの導入理由については、「非常時（地震・新型インフルエンザ等）の事業継続に備え

るため」が 74.2％で最も高く、次いで「定期的業務の効率性（生産性）の向上のため」が 34.8％

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 

（N=89） 

 

 

 

 

・テレワークの未導入理由については、「適した仕事がない」が 87.5％で最も高く、次いで「業務

の進行が難しい」が 35.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 

（N=400） 

87.5%

35.5%

11.4%

10.9%

8.3%

4.8%

4.0%

3.4%

3.3%

3.0%

1.5%

1.2%

0.5%

7.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適した仕事がない

業務の進行が難しい

顧客など外部への対応に支障がある

情報漏えいが心配

文書の電子化が進んでいない

社内のコミュ二ケーションに支障がある

導入するメリットがよく分からない

費用がかかりすぎる

周囲の社員にしわ寄せがある

社員の評価が難しい

給与計算が難しい

労働組合や社員からの要望がない

人事制度導入に手間がかかる

その他
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29.2%

27.8%

26.5%

25.6%

24.6%

23.6%

21.6%

14.5%

13.0%

10.8%

2.2%

23.1%

0% 10% 20% 30% 40%

従業員の時間管理能力が向上した

従業員の仕事への意欲が向上した

従業員の心身の健康が向上した

会社に対する満足度が向上した

女性従業員の定着率を高めた

仕事の生産性が向上した

コストが削減できた

従業員の採用に効果があった

会社のイメージが向上した

男性従業員の定着率を高めた

その他

今のところ目立った成果は出ていない

75.7%

57.5%

55.9%

54.1%

46.5%

44.9%

15.5%

15.3%

13.5%

2.4%

14.3%

18.3%

19.7%

27.6%

27.0%

30.2%

29.2%

21.5%

21.3%

8.9%

7.8%

20.5%

20.9%

13.9%

22.3%

20.7%

50.1%

57.9%

59.6%

63.4%

2.2%

3.8%

3.6%

4.4%

4.2%

4.2%

5.2%

5.4%

5.6%

25.2%

0% 100%

年次有給休暇取得促進

労働時間削減の取組み

出産・育児支援

従業員の心身の健康支援

介護支援

従業員の自己啓発支援

従業員の地域活動支援

在宅勤務などの多様な働き方支援

家族への職場紹介・参加等

その他

実施している 今後実施したい 今のところ考えていない 無回答

７．ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）経営 

・ワーク・ライフ・バランスに関して実施している取組みについては、「年次有給休暇取得促進」

が 75.7％と最も高い。現在は実施していないが、今後実施したい取組みについては「従業員の自

己啓発支援」が 30.2％と最も高い。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ワーク・ライフ・バランスに関する取組みの効果としては、「従業員の時間管理能力が向上した」

が 29.2％と最も高く、次いで「従業員の仕事への意欲が向上した」が 27.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 

（N=407） 

 

 

 

 

 

・ワーク･ライフ･バランスの実現に向けての取組みを 5 項目以上実施していると回答した事業所で

の、ワーク･ライフ･バランスの取組みが事業所の経営に関してメリットがあったかについては、

「大いにメリットがあった」または「メリットがあった」と回答した事業所の割合が 76.6％とな

っている。 

大いにメリットが 

あった 

メリットが 

あった 

あまりメリットが 

なかった 

メリットが 

なかった 

わからない 

7.3％ 69.3％ 2.8％ 0.0％ 20.7％ 

                                                                 (N=179) 

 

 



11 
 

70.7%

57.9%

36.0%

35.7%

30.3%

25.9%

15.8%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80%

ストレスチェックの実施

定期健康診断における問診

従業員に対する教育研修、情報提供

専門家によるカウンセリング

職場環境の改善

従業員が日常的に接する管理監督者に

対する教育研修、情報提供

事業所内の産業保健スタッフ、人事労務

担当者に対する教育研修、情報提供

その他

８．メンタルヘルスケア（心の健康対策） 

・メンタルヘルスケアを実施している事業所の割合は 59.8％ (前年 53.9％)。 

・メンタルヘルスケアの実施方法としては、「ストレスチェックの実施」と回答した事業所の割合

が 70.7％と最も高く、次いで「定期健康診断における問診」が 57.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 

（N=297） 

 

 


